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　この度、港区政策創造研究所では、港区に関わる方々が区の政策課題を把握し、
地域課題の解決に向けて役立てていただけるよう、統計や最新の社会経済動向
を基に地域の現状や将来見通しをまとめた「港区政策形成支援データ集（11th 
Edition）」を発行しました。このデータ集では、最新の政策課題を抽出した上で、
地域の現状に関する各種データや、課題に対する区の取組状況を分かりやすく解
説しています。
　港区においては、客観的なデータを活用した合理的根拠（エビデンス）に基づき、
政策立案や実績評価を行うEBPM（エビデンス・ベースト・ポリシー・メイキング）
への取組を進めており、分野ごとの区の現状や将来の課題に関して、各分野を所
管する部門が把握・保有する基礎的なデータを活用して分析・検討を行い、政策
に生かしています。
　こうした基礎的なデータの分析に加え、幅広い分野に影響が波及する主要な社
会経済動向について、最新のデータや国・東京都の政策動向などの情報を把握し
分析することで、現在の状況だけでなく、将来の変化をも見据えた的確な政策を
立案することができます。
　「港区政策形成支援データ集」では、人口や財政など全ての分野の基礎となる
動向と、今後、中長期的に注視すべき主要な政策課題について、関連データや国・
東京都の政策情報、区内外の取組事例などについて取りまとめています。
　団塊世代の高齢化による後期高齢者の人口比率の上昇をはじめ、母親となる年
齢の人口の急減による少子化の加速など、我が国が大きな転換点を迎える中で、
今回は過去のデータ集では言及していなかった新しい論点を多数取り上げています。

　本データ集が、区民の皆様をはじめとする区に関わる方々が区の政策課題や取
組をご理解いただく資料として活用され、区民、行政、地域で活動する団体や企
業等の多様な主体による、港区をより魅力的で暮らしやすいまちにするための取
組の一助となれば幸いです。

令和7（2025）年 3月
港区政策創造研究所

港区政策形成支援データ集（11th Edition）の発行に当たって
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基 礎 編 　 Ⅰ 人 口基礎編

　出生数は平成28（2016）年にかけて増加し、平成28（2016）年は3,048人でした。その後は減少傾向に
あり、 令和5（2023）年には2,355人となっています。
　合計特殊出生率（15～49歳の女性の年齢別出生率を合計したもので、１人の女性がその年齢別出生率で一
生の間に生むとしたときの子どもの数相当）も、出生数の増加に伴い平成28（2016）年まで上昇したものの、
以降は減少傾向となっています。令和5（2023）年は1.23と、令和4（2022）年の1.21から微増となりました。

　人口が3.6万人程度増えているため、人口ピラミッドはやや大きくなっています。
　令和7（2025）年の年齢三区分別人口の対平成25（2013）年比は、年少人口で131.9％（8,711人増加）、
生産年齢人口で112.5％（20,667人増加）、老年人口で117.6％（6,864人増加）となっています。

人口Ⅰ

　出生数と死亡数の差を示す自然増減は、プラスの値を示していますが、平成29（2017）年以降は減少傾
向にあります。
　転入数と転出数の差を示す社会増減は、令和2（2020）年に新型コロナウイルス感染症の影響と見込まれ
る大幅な減少となりましたが、令和3（2021）年以降は増加に転じています。100歳以上
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　港区の人口は、平成7（1995）年から平成8（1996）年にかけて15万人を下回りましたが、その後は大規
模集合住宅の供給などにより増加傾向にあり、令和元（2019）年9月には26万人を突破しました。令和2
（2020）年6月以降、新型コロナウイルス感染症の影響と見込まれる減少傾向が続いていましたが、令和4
（2022）年2月から再び増加傾向となっています。
　世帯数は、人口の増加
に伴って増加傾向にあり
ました。令和2（2020）年
以降は新型コロナウイル
ス感染症の影響と見込ま
れる減少傾向となりまし
たが、令和4（2022）年2
月以降は増加しています。
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基 礎 編 　 Ⅰ 人 口基礎編

　出生数は平成28（2016）年にかけて増加し、平成28（2016）年は3,048人でした。その後は減少傾向に
あり、 令和5（2023）年には2,355人となっています。
　合計特殊出生率（15～49歳の女性の年齢別出生率を合計したもので、１人の女性がその年齢別出生率で一
生の間に生むとしたときの子どもの数相当）も、出生数の増加に伴い平成28（2016）年まで上昇したものの、
以降は減少傾向となっています。令和5（2023）年は1.23と、令和4（2022）年の1.21から微増となりました。

　人口が3.6万人程度増えているため、人口ピラミッドはやや大きくなっています。
　令和7（2025）年の年齢三区分別人口の対平成25（2013）年比は、年少人口で131.9％（8,711人増加）、
生産年齢人口で112.5％（20,667人増加）、老年人口で117.6％（6,864人増加）となっています。
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　転入数と転出数の差を示す社会増減は、令和2（2020）年に新型コロナウイルス感染症の影響と見込まれ
る大幅な減少となりましたが、令和3（2021）年以降は増加に転じています。100歳以上

95
90
85
80
75
70
65
60
55
50
45
40
35
30
25
20
15
10
5
0

100歳以上
95
90
85
80
75
70
65
60
55
50
45
40
35
30
25
20
15
10
5
0

1,0002,0003,000 1,000 2,000 3,0000

男 女性 別

老年人口
（65歳以上）

生産年齢人口
（15～64歳）

年少人口
（0～14歳）

住民基本台帳に基づく人口 267,780人（令和7年１月１日現在）住民基本台帳に基づく人口231,538人（平成25年１月１日現在）
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出典：港区「住民基本台帳」

27,271人

165,185人 

39,082人 

出典：東京都「人口動態統計年報（確定数）」
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（社会増減）（自然増減）
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45,946人

185,852人

35,982人

　港区の人口は、平成7（1995）年から平成8（1996）年にかけて15万人を下回りましたが、その後は大規
模集合住宅の供給などにより増加傾向にあり、令和元（2019）年9月には26万人を突破しました。令和2
（2020）年6月以降、新型コロナウイルス感染症の影響と見込まれる減少傾向が続いていましたが、令和4
（2022）年2月から再び増加傾向となっています。
　世帯数は、人口の増加
に伴って増加傾向にあり
ました。令和2（2020）年
以降は新型コロナウイル
ス感染症の影響と見込ま
れる減少傾向となりまし
たが、令和4（2022）年2
月以降は増加しています。

出典：港区「住民基本台帳」

（各年１月１日現在）（人口・世帯）

■年少人口（0～14歳）　■生産年齢人口（15～64歳）　■老年人口（65歳以上）　 世帯数
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（17.4%）

30,816
（12.6%）
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（13.9%）
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35,381
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181,346
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35,629
(13.6%)

44,640
(17.1%)
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（17.0％）

185,852
（69.4％）

35,982
（13.4%）
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港　区　政　策　形　成　支　援　デ　ー　タ　集 港　区　政　策　形　成　支　援　デ　ー　タ　集 2



基 礎 編  Ⅰ 人 口

上位10町丁目 下位10町丁目

順位 町丁目名 町丁目名人口（人） 人口（人）順位

1
2
3
4
5
6
7
8
9
10

芝浦４丁目
港南４丁目
高輪１丁目
高輪２丁目
三田５丁目
港南３丁目
白金１丁目
高輪３丁目
南麻布１丁目
台場１丁目

17,984
10,885
8,044
6,507
6,469
6,379
6,302
4,712
4,700
4,562

1
2
3
4
5
6
7
7
9
10

新橋１丁目
虎ノ門２丁目
芝公園４丁目
新橋２丁目
新橋３丁目
浜松町２丁目
赤坂３丁目
芝公園１丁目
西新橋１丁目
麻布永坂町

9
19
72
97
158
244
247
247
256
276

上位10町丁目 下位10町丁目

順位 町丁目名 町丁目名人口密度
（人/km2）

人口密度
（人/km2）順位

1
2
3
4
5
6
7
8
9
10

三田５丁目
白金１丁目
麻布十番３丁目
麻布十番２丁目
麻布狸穴町
白金３丁目
芝浦４丁目
白金６丁目
高輪１丁目
芝１丁目

59,836
50,364
48,097
39,278
38,627
36,370
34,255
32,267
31,762
31,714

1
2
3
4
5
6
7
8
9
10

新橋１丁目
虎ノ門２丁目
芝公園４丁目
元赤坂２丁目
港南１丁目
新橋２丁目
港南５丁目
芝公園３丁目
西新橋１丁目
新橋3丁目

121
162
279
394
885
906
1,307
1,418
2,483
2,587

総人口（計267,780人）
住民基本台帳（令和7年1月1日現在）

3563～17984人
2285～3562人
1324～2284人
581～1323人
9～580人

21293～59836人/㎢
15391～21292人/㎢
9972～15390人/㎢
5372～9971人/㎢
121～5371人/㎢

人口密度（区全体13,152人/㎢）
住民基本台帳（令和7年1月1日現在）

港　区　政　策　形　成　支　援　デ　ー　タ　集 港　区　政　策　形　成　支　援　デ　ー　タ　集3



M i n a t o  C i t y  S u p p o r t i v e  D a t a  F i l e  o f  P o l i c y  F o r m u l a t i o n  1 1 t h  E d i t i o n

基 礎 編  Ⅰ 人 口

上位10町丁目 下位10町丁目

順位 町丁目名 町丁目名人口（人） 人口（人）順位

1
2
3
4
5
6
7
8
9
10

芝浦４丁目
港南４丁目
高輪１丁目
高輪２丁目
三田５丁目
港南３丁目
白金１丁目
高輪３丁目
南麻布１丁目
台場１丁目

17,984
10,885
8,044
6,507
6,469
6,379
6,302
4,712
4,700
4,562

1
2
3
4
5
6
7
7
9
10

新橋１丁目
虎ノ門２丁目
芝公園４丁目
新橋２丁目
新橋３丁目
浜松町２丁目
赤坂３丁目
芝公園１丁目
西新橋１丁目
麻布永坂町

9
19
72
97
158
244
247
247
256
276

上位10町丁目 下位10町丁目

順位 町丁目名 町丁目名人口密度
（人/km2）

人口密度
（人/km2）順位

1
2
3
4
5
6
7
8
9
10

三田５丁目
白金１丁目
麻布十番３丁目
麻布十番２丁目
麻布狸穴町
白金３丁目
芝浦４丁目
白金６丁目
高輪１丁目
芝１丁目

59,836
50,364
48,097
39,278
38,627
36,370
34,255
32,267
31,762
31,714

1
2
3
4
5
6
7
8
9
10

新橋１丁目
虎ノ門２丁目
芝公園４丁目
元赤坂２丁目
港南１丁目
新橋２丁目
港南５丁目
芝公園３丁目
西新橋１丁目
新橋3丁目

121
162
279
394
885
906
1,307
1,418
2,483
2,587

総人口（計267,780人）
住民基本台帳（令和7年1月1日現在）

3563～17984人
2285～3562人
1324～2284人
581～1323人
9～580人

21293～59836人/㎢
15391～21292人/㎢
9972～15390人/㎢
5372～9971人/㎢
121～5371人/㎢

人口密度（区全体13,152人/㎢）
住民基本台帳（令和7年1月1日現在）

港　区　政　策　形　成　支　援　デ　ー　タ　集 港　区　政　策　形　成　支　援　デ　ー　タ　集 4



基 礎 編  Ⅰ 人 口

上位10町丁目 下位10町丁目

順位 町丁目名 町丁目名人口(人) 人口(人)順位

1
2
3
4
5
6
7
8
9
10

芝浦４丁目
港南４丁目
高輪１丁目
港南３丁目
白金１丁目
三田５丁目
高輪２丁目
台場１丁目
三田２丁目
芝浦2丁目

3,141
1,880
1,063
975
972
892
888
733
669
665

1
2
2
4
5
6
7
8
9
10

新橋１丁目
虎ノ門２丁目
新橋２丁目
芝公園４丁目
新橋３丁目
赤坂３丁目
西新橋１丁目
芝公園１丁目
浜松町２丁目
西新橋２丁目

0
1
1
5
6
8
11
12
18
23

上位10町丁目 下位10町丁目

順位 町丁目名 町丁目名人口(人) 人口(人)順位

1
2
3
4
5
6
7
8
9
10

芝浦４丁目
港南４丁目
高輪１丁目
三田５丁目
白金１丁目
港南３丁目
高輪２丁目
南麻布１丁目
芝浦２丁目
海岸３丁目

12,560
7,019
5,356
4,474
4,461
4,401
4,337
3,443
3,337
3,328

1
2
3
4
5
6
7
8
9
10

新橋１丁目
虎ノ門２丁目
新橋２丁目
芝公園４丁目
新橋３丁目
赤坂３丁目
西新橋１丁目
芝公園１丁目
浜松町２丁目
麻布永坂町

4
9
51
56
73
172
173
175
180
182

年少人口（0～14歳：計35,982人）
住民基本台帳（令和7年1月1日現在）

444～3141人
265～443人
139～264人
55～138人
0～54人

2410～12560人
1665～2409人
853～1664人
404～852人
4～403人

生産年齢人口（15～64歳：計185,852人）
住民基本台帳（令和7年1月1日現在）

港　区　政　策　形　成　支　援　デ　ー　タ　集 港　区　政　策　形　成　支　援　デ　ー　タ　集5



M i n a t o  C i t y  S u p p o r t i v e  D a t a  F i l e  o f  P o l i c y  F o r m u l a t i o n  1 1 t h  E d i t i o n

基 礎 編  Ⅰ 人 口

上位10町丁目 下位10町丁目

順位 町丁目名 町丁目名人口(人) 人口(人)順位

1
2
3
4
5
6
7
8
9
10

芝浦４丁目
港南４丁目
高輪１丁目
港南３丁目
白金１丁目
三田５丁目
高輪２丁目
台場１丁目
三田２丁目
芝浦2丁目

3,141
1,880
1,063
975
972
892
888
733
669
665

1
2
2
4
5
6
7
8
9
10

新橋１丁目
虎ノ門２丁目
新橋２丁目
芝公園４丁目
新橋３丁目
赤坂３丁目
西新橋１丁目
芝公園１丁目
浜松町２丁目
西新橋２丁目

0
1
1
5
6
8
11
12
18
23

上位10町丁目 下位10町丁目

順位 町丁目名 町丁目名人口(人) 人口(人)順位

1
2
3
4
5
6
7
8
9
10

芝浦４丁目
港南４丁目
高輪１丁目
三田５丁目
白金１丁目
港南３丁目
高輪２丁目
南麻布１丁目
芝浦２丁目
海岸３丁目

12,560
7,019
5,356
4,474
4,461
4,401
4,337
3,443
3,337
3,328

1
2
3
4
5
6
7
8
9
10

新橋１丁目
虎ノ門２丁目
新橋２丁目
芝公園４丁目
新橋３丁目
赤坂３丁目
西新橋１丁目
芝公園１丁目
浜松町２丁目
麻布永坂町

4
9
51
56
73
172
173
175
180
182

年少人口（0～14歳：計35,982人）
住民基本台帳（令和7年1月1日現在）

444～3141人
265～443人
139～264人
55～138人
0～54人

2410～12560人
1665～2409人
853～1664人
404～852人
4～403人

生産年齢人口（15～64歳：計185,852人）
住民基本台帳（令和7年1月1日現在）

港　区　政　策　形　成　支　援　デ　ー　タ　集 港　区　政　策　形　成　支　援　デ　ー　タ　集 6



基 礎 編  Ⅰ 人 口

上位10町丁目 下位10町丁目

順位 町丁目名 町丁目名人口(人) 人口(人)順位

1
2
3
4
5
6
7
8
9
10

芝浦４丁目
港南４丁目
高輪１丁目
高輪２丁目
三田５丁目
港南３丁目
芝５丁目
高輪４丁目
高輪３丁目
三田２丁目

2,283
1,986
1,625
1,282
1,103
1,003
985
961
955
911

1
2
2
4
5
6
7
8
9
9

新橋１丁目
元赤坂２丁目
虎ノ門２丁目
芝公園４丁目
港南１丁目
愛宕２丁目
芝公園３丁目
麻布永坂町
新橋２丁目
東新橋２丁目

5
9
9
11
21
36
42
43
45
45

上位10町丁目 下位10町丁目

順位 町丁目名 町丁目名人口(人) 人口(人)順位

1
2
3
4
5
6
7
8
9
10

芝浦４丁目
港南４丁目
白金１丁目
芝浦２丁目
高輪１丁目
南麻布４丁目
南麻布１丁目
西麻布4丁目
赤坂６丁目
六本木1丁目

1,445
724
632
614
556
523
511
487
463
450

1
1
1
4
5
6
7
8
9
10

新橋１丁目
虎ノ門２丁目
元赤坂２丁目
新橋２丁目
芝公園４丁目
西新橋１丁目
新橋３丁目
港南５丁目
西新橋２丁目
芝公園1丁目

0
0
0
3
4
6
8
20
21
22

老年人口（65歳以上：計45,946人）
住民基本台帳（令和7年1月1日現在）

561～2283人
388～560人
236～387人
81～235人
5～80人

294～1455人
195～293人
103～194人
50～102人
0～49人

外国人人口（計22,614人）
住民基本台帳（令和7年1月1日現在）

港　区　政　策　形　成　支　援　デ　ー　タ　集 港　区　政　策　形　成　支　援　デ　ー　タ　集7



M i n a t o  C i t y  S u p p o r t i v e  D a t a  F i l e  o f  P o l i c y  F o r m u l a t i o n  1 1 t h  E d i t i o n

基 礎 編  Ⅰ 人 口

上位10町丁目 下位10町丁目

順位 町丁目名 町丁目名人口(人) 人口(人)順位

1
2
3
4
5
6
7
8
9
10

芝浦４丁目
港南４丁目
高輪１丁目
高輪２丁目
三田５丁目
港南３丁目
芝５丁目
高輪４丁目
高輪３丁目
三田２丁目

2,283
1,986
1,625
1,282
1,103
1,003
985
961
955
911

1
2
2
4
5
6
7
8
9
9

新橋１丁目
元赤坂２丁目
虎ノ門２丁目
芝公園４丁目
港南１丁目
愛宕２丁目
芝公園３丁目
麻布永坂町
新橋２丁目
東新橋２丁目

5
9
9
11
21
36
42
43
45
45

上位10町丁目 下位10町丁目

順位 町丁目名 町丁目名人口(人) 人口(人)順位

1
2
3
4
5
6
7
8
9
10

芝浦４丁目
港南４丁目
白金１丁目
芝浦２丁目
高輪１丁目
南麻布４丁目
南麻布１丁目
西麻布4丁目
赤坂６丁目
六本木1丁目

1,445
724
632
614
556
523
511
487
463
450

1
1
1
4
5
6
7
8
9
10

新橋１丁目
虎ノ門２丁目
元赤坂２丁目
新橋２丁目
芝公園４丁目
西新橋１丁目
新橋３丁目
港南５丁目
西新橋２丁目
芝公園1丁目

0
0
0
3
4
6
8
20
21
22

老年人口（65歳以上：計45,946人）
住民基本台帳（令和7年1月1日現在）

561～2283人
388～560人
236～387人
81～235人
5～80人

294～1455人
195～293人
103～194人
50～102人
0～49人

外国人人口（計22,614人）
住民基本台帳（令和7年1月1日現在）

港　区　政　策　形　成　支　援　デ　ー　タ　集 港　区　政　策　形　成　支　援　デ　ー　タ　集 8



基 礎 編  Ⅰ 人 口

　令和5（2023）年度の歳入は、一般財源で特別区財政調整交付金（特別交付金）等が増となった一方、特
定財源で国庫支出金等が減となり、前年度比38億円（2.1%）の減となりました。
　また、歳出は、前年度比39億円（2.3％）の減となりました。（普通会計決算ベース）
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出典：国土交通省国土地理院「全国都道府県市区町村別面積調（令和6年10月1日時点）」
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※計数については、原則として表示単位未満を四捨五入し、端数調整していないため、合計等と一致しない場合があります。
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※令和6年度の特別区民税収入は、当初予算額です。
※特別区民税は、当該年度の初日が属する年の1月1日に港区に住所を有する区民が港区に納税
することから、人口は各年1月1日現在数です。（例えば、令和6年度は令和6年1月1日現在数）

出典：港区「令和5年度決算　港区財政レポート」「令和6年度港区予算概要」を基に作成
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　特別区民税収入は、令和5（2023）年度に、前年度比15億円（1.7％）減の902億円となりました。
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　基金（区の貯金）残高は、206億円の積立てと42億円の取崩しを行った結果、令和5（2023）年度末の基
金残高は前年度比164億円増の2,142億円となりました。
　区債（区の借金）残高は、前年度比0.3億円減の0.3億円となりました。

　令和5（2023）年度の歳出は、新型コロナウイルスワクチン接種の減などにより衛生費が、赤坂中学校等
改築の減などにより教育費が大きく減少し、前年度比39億円、2.3％減の1,681億円となりました。

　令和5（2023）年度の人件費は、定年の段階的引上げに伴う定年退職者数の皆減等により、前年度比4億
円減の198億円（うち退職手当5億円）となりました。　

基 礎 編  Ⅱ 財 政

　令和5（2023）年度の経常収支比率は、GIGAスクール推進事業や高校生世代までを対象とした医療費の
全額助成の増加等に伴う経常経費の増により、前年度と比較して3.1ポイント増の70.7％となりました。他団
体と比較して高い財政力が示されていると言えます。

※経常収支比率は財政の弾力性
を示す総合的指標で、自治体財
政の自由度を計る最も一般的な
指標です。一般に70～80％が
適正水準といわれています。

※令和5年度の特別区の経常収
支比率は、令和6年7月5日付
けで東京都から発表された値を
掲載しています。

※全国市町村の経常収支比率に
ついて、10th Editionまでは、
臨時財政対策債等を除いた比
率を掲載していましたが、11th 
Editionからは臨時財政対策債
等を含めた比率に変更して掲載
しています。

出典：港区「令和5年度決算　港区財政レポート」を基に作成

（億円）

公債費教育費消防費土木費労働費 商工費衛生費民生費総務費議会費

出典：港区「令和5年度決算　港区財政レポート」を基に作成
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（年度）

※職員数は、総務省の「地方公務員給与実態調査」に基づく翌年4月1日現在の普
通会計職員の数で、会計年度任用職員は含まれません。

出典：港区「令和5年度決算　港区財政レポート」を基に作成

（億円） （人）■人件費（退職手当を除く）　■退職手当　 職員数（翌年４月１日現在）

■基金残高　■区債残高 基金と区債の差
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出典：港区「令和5年度決算　港区財政レポート」を基に作成
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　基金（区の貯金）残高は、206億円の積立てと42億円の取崩しを行った結果、令和5（2023）年度末の基
金残高は前年度比164億円増の2,142億円となりました。
　区債（区の借金）残高は、前年度比0.3億円減の0.3億円となりました。

　令和5（2023）年度の歳出は、新型コロナウイルスワクチン接種の減などにより衛生費が、赤坂中学校等
改築の減などにより教育費が大きく減少し、前年度比39億円、2.3％減の1,681億円となりました。

　令和5（2023）年度の人件費は、定年の段階的引上げに伴う定年退職者数の皆減等により、前年度比4億
円減の198億円（うち退職手当5億円）となりました。　

基 礎 編  Ⅱ 財 政

　令和5（2023）年度の経常収支比率は、GIGAスクール推進事業や高校生世代までを対象とした医療費の
全額助成の増加等に伴う経常経費の増により、前年度と比較して3.1ポイント増の70.7％となりました。他団
体と比較して高い財政力が示されていると言えます。

※経常収支比率は財政の弾力性
を示す総合的指標で、自治体財
政の自由度を計る最も一般的な
指標です。一般に70～80％が
適正水準といわれています。

※令和5年度の特別区の経常収
支比率は、令和6年7月5日付
けで東京都から発表された値を
掲載しています。

※全国市町村の経常収支比率に
ついて、10th Editionまでは、
臨時財政対策債等を除いた比
率を掲載していましたが、11th 
Editionからは臨時財政対策債
等を含めた比率に変更して掲載
しています。
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Ⅲ 最新の社会動向に関するキーワード一覧
　ここでは、今注目すべき最新の社会動向のキーワードを紹介します。

●ポストＳＤＧｓ
ＳＤＧｓ（Sustainable Development Goals（持続可能な開発目標））の目標年である 2030 年のその
後を見据えた、国際社会として掲げる目標を指す。日本及び国際社会全体のあるべき姿に向け、日本とし
て国際社会に対してどのようなビジョンを提示し、いかにリードしていくかについて、国は「国際社会の持
続可能性に関する有識者懇談会」を立ち上げ、検討を進めている。

●ＬＧＢＴＱ＋
性の多様性において数が少ない人である「性的マイノリティ」の総称の一つ。以下の言葉の頭文字を取っ
ている。
【Ｌ】	 レズビアン（女性同性愛者）
【Ｇ】	 ゲイ（男性同性愛者）
【Ｂ】	 バイセクシュアル（両性愛者）
【Ｔ】	 トランスジェンダー（身体の性と異なる性別で生きる人、あるいは生きたいと望む人）
【Ｑ】	 クエスチョニング（自分の性自認や性的志向が定まっていない、もしくは意図的に定めていない人）
【＋】	 上述に当てはまらない多様な性

●プレコンセプションケア
若い世代が将来のライフプランを考え、日々の生活や健康と向き合うヘルスケアのこと。
東京都や福岡県等、複数の自治体が周知・啓発活動や相談窓口の設置などを進めている。港区も、区と
協定を締結している学校法人慈恵大学、大塚製薬株式会社、第一生命保険株式会社と連携し、プレコン
セプションケアに関する区民向けセミナーとパネル展を開催した。

●フェムテック
Female（女性）と Technology（テクノロジー）を掛け合わせた造語。テクノロジーで女性の健康課題
を解決する製品やサービスを指す。
女性特有の健康課題による労働損失等の経済損失は、社会全体で年間約 3.4 兆円と推計されており、社
会全体での支援や仕組みづくりが急務となっている。

●こども家庭センター
母子保健と児童福祉の両分野の一体的な運営を行うことにより、全ての妊産婦、子育て世帯、子どもに対
し、出産前から子育て期にかかる切れ目ない支援を行うとともに、新たに、支援を要する子ども・妊産婦
等へのサポートプランの作成、民間団体と連携しながら支援体制を強化するための地域資源の開拓などを
担う機関のこと。
令和 4（2022）年に改正された児童福祉法等により、こども家庭センターの開設は市区町村の努力義務となっ
ており、令和 6（2024）年 5 月 1 日時点のこども家庭センター設置割合は 50.3％（876 自治体）となっ
ている。

●ＳＴＥＡＭ教育
Science（科学）、Technology（技術）、Engineering（工学）、Mathematics（数学）に加え、芸術、
文化、生活、経済、法律、政治、倫理等を含めた広い範囲で A を定義し、各教科での学習を実社会で
の課題発見・解決に生かしていくための教科等横断的な学習のこと。
社会が激しく変化し多様な課題が生じている現在において、文系・理系といった枠にとらわれず、各教科
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等の学びを基盤としつつ、様々な情報を活用し、課題の発見・解決や社会的な価値の創造に結びつけて
いく資質・能力の育成が求められていることから、国は教科等横断的な学習を推進している。

●オーガニックビレッジ
有機農業の拡大に向けて、生産から学校給食での利用など消費まで一貫した取組を、農業者、事業者、
地域内外の住民などの関係者が参画の下、地域ぐるみで進める市町村のこと。オーガニックビレッジは全
国で 131 市町村（令和 6（2024）年 12 月 27 日現在）となっている。

●エシカル消費（倫理的消費）
消費者それぞれが各自にとっての社会的課題の解決を考慮したり、そうした課題に取り組む事業者を応援
しながら消費活動を行うこと。
消費者庁が全国の15 歳以上を対象に実施した「令和 6 年度第 3 回消費生活意識調査」によると、エシ
カル消費を実践していると回答した人は 36.1％となっている。

●サステナブルツーリズム
訪問客、産業、環境、受け入れ地域の需要に適合しつつ、現在と未来の環境、社会文化、経済への影響
に十分配慮した観光のこと。地域におけるサステナブルツーリズムの推進体制を強化するには、地方自治
体や観光協会だけでなく、観光に関係する地域のあらゆる関係者が持続可能な観光を自分ごととして推進
し、協働して取り組む必要がある。
公益財団法人東京観光財団が東京都内の自治体及び観光協会を対象に実施した「都内におけるサステナ
ブルツーリズム及び SDGs スタディツアーの実態調査」によると、サステナブルツーリズムに取り組んでい
る又は具体的に取り組む予定がある団体は 41.1％となっている。

●ウォーカブルシティ
街路空間を車中心から“人中心”の空間へと再構築し、沿道と路上を一体的に使って、人々が集い憩い
多様な活動を繰り広げるまちのこと。
国は「居心地が良く歩きたくなるまちなか」づくりに賛同する地方公共団体を「ウォーカブル推進都市」と
して募集しており、令和 7（2025）年 2 月28 日時点で、港区を含む 386 都市が賛同している。

●サーキュラーエコノミー
大量生産・大量消費・大量廃棄を前提とせず、市場のライフサイクル全体で資源の効率的・循環的な利用
を図りつつ、ストックを有効活用しながら、サービス化等を通じ、付加価値の最大化を図る経済社会システ
ムのこと。
愛知県蒲郡市では、サーキュラーエコノミーを温室効果ガスの排出を実質ゼロにするための手段としてだけ
ではなく、まちづくりに組み込むサーキュラーシティの実現に取り組んでいる。

●特定小型原動機付自転車（電動キックボード）
原動機付自転車のうち、電動機の定格出力が 0.6kW 以下であって、長さ 1.9m、幅 0.6m 以下かつ最高
速度 20km/h 以下のもの。
国内で急速に普及している一方で、原則車道を通行すること、16 歳未満の運転や飲酒運転の禁止、乗車
時のヘルメット着用（努力義務）等、交通ルールの遵守が課題となっている。
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